【様式１】（企業→財団）
令和　年　　月　　日
　公益財団法人岡山県産業振興財団
　理 事 長　　片 山　誠　一　様
　　　　　　　　　　　　　　　　（企　業　名）

　　　　　　　　　　　　　　　　（代表者役職・氏名）　　　　　　　　　　　　　　　　
事業者の脱炭素経営促進事業 伴走支援業務
支援要請書
1． 企業の概要　
	【本社所在地】
〒　　‐


	【支援要望場所】
（事業所名）
（住所）〒　　‐


	【担当者名・連絡先】
（役職）　　　　　　　　　　（氏名）
（E-mail）
（TEL）　　　　　　　　　　（FAX）

	【資本金・出資金】
　　　　　　　　　　　　円

	【従業員数（役員等を除く）】
　　　　　　　人

	【創業・設立年月日】
（創業）　　年　　　月　　　日
（設立）　　年　　　月　　　日

	【主たる業種】　　※日本標準産業分類　中分類を記載してください。
（業種）　　　　　　　　　　　　　（中分類番号（数字２桁））

	【現在の事業内容】
　※主な製品・サービス、主要顧客、事業所の概要等をご記入ください。



２．支援を希望する時期
（希望される時期を記入して下さい。(希望される時期以外になる場合もあります。)　無ければ空欄にして下さい。）
	希望時期
	 令和　　年　　月（上旬 中旬 下旬）開始　／　令和 　年 　月　終了予定


３．支援の理由・内容
	（１）脱炭素経営に関する現状と課題
　　　※現在のエネルギー使用状況、温室効果ガス排出量の把握状況、既に実施している省エネ・再エネ・環境配慮
の取組、課題認識等をご記載ください。


	（２）伴走支援を希望する理由
※なぜ今、脱炭素経営への取組が必要なのか、また、自社単独では難しい点や専門的支援を受けたい内容（排出量
把握、削減計画策定、社内体制構築、人材育成、補助制度活用等）をご記載ください。



	（３）脱炭素経営推進体制（本支援での実行メンバー含む）
　　　 ※経営層の関与、担当部署、実行メンバー、社内連携体制等をご記載ください。

	（４）支援により期待する成果
       ※例：温室効果ガス排出量の見える化、削減に向けた実行計画の策定、社内推進体制の整備、従業員意識向上、
取引先要請への対応強化　等


※ 行は適宜広げてください。
※【添付書類】直近2期分の決算書（貸借対照表、損益計算書［販管費・製造原価報告書含む］、株主資本等変動計算書、個別注記表）
４．誓約　

(1)当社は現在又は将来にわたって、暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった時から５年を経過しない者、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋、社会運動標ぼうゴロ、政治運動標ぼうゴロ、特殊知能暴力集団、その他反社会的勢力（以下「暴力団等反社会的勢力」という。以下同じ）に該当しないことを表明・確約します。

(2)当社は現在又は将来にわたって、自ら又は第三者を利用して、①暴力的な要求行為、②法的な責任を越えた不当な要求行為、③取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為、④風説を流布し、偽計若しくは威力を用いて貴財団の信用を毀損し、又は貴財団の業務を妨害する行為、⑤その他これらに類する行為を行っていないことを表明・確約します。

(3)当社が上記のいずれかを満たさないと認められることが判明した場合又はこの表明・確約が虚偽の申告であることが判明した場合は、本支援を中止されても異議を申しません。これにより損害が生じた場合でも、一切当社の責任といたします。

(4)当社は、当社が暴力団等反社会的勢力でないことを確認するために、貴財団が行う調査に協力するとともに、必要に応じて本要請書に記載された情報を貴財団が岡山県警察本部に照会することに同意します。
	【財団記入欄】



